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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第123期

第２四半期累計期間
第124期

第２四半期累計期間
第123期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 1,867,618 2,225,951 4,062,630

経常利益又は経常損失（△） (千円) △33,599 3,163 △44,234

四半期(当期)純損失（△） (千円) △37,084 △14,347 △8,972

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 785,000 785,000 785,000

発行済株式総数 (千株) 11,200 11,200 11,200

純資産額 (千円) 1,510,295 1,485,263 1,510,537

総資産額 (千円) 6,591,891 7,021,385 6,605,258

１株当たり四半期(当期)純損失
金額（△）

(円) △3.32 △1.30 △0.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00

自己資本比率 (％) 22.9 21.2 22.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 81,666 10,243 △8,929

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 90,153 △47,033 74,718

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △23,590 188,264 △68,730

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,790,155 1,790,458 1,638,983
 

　

回次
第123期

第２四半期会計期間
第124期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.54 3.18
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金

額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので「連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推

移」については記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社で営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社宇野澤組鐵工所(E01635)

四半期報告書

 2/17



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、財政状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等の発生また

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(１)経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀による金融緩和を背景に、輸出型大企

業を中心とした企業収益の拡大が雇用環境の改善に波及し景気の緩やかな回復の動きがありました。一方、中

国をはじめとする海外経済の成長鈍化により輸出下押し圧力がかかり今後の力強い拡大の期待が薄く、また、

金融マーケットの不安定性もあり、企業が設備投資に対して慎重な姿勢を見せはじめ、総じて緩やかな回復の

動きの足踏み状態を実感させる中で推移しました。

当社を取り巻く環境も概ね同様の状況で推移しました。

このような環境の中、売上高は前年同四半期比19.2％増収の2,225百万円となりました。損益面におきまして

は、営業利益7百万円(前年同四半期は営業損失29百万円)、経常利益3百万円(前年同四半期は経常損失33百万

円)、四半期純損失14百万円(前年同四半期は四半期純損失37百万円)と営業利益及び経常利益段階で増益となり

黒字転換を果たすこととなりました。

セグメント別の概況は以下の通りです。

①　製造事業

製造事業の売上高は1,947百万円となりました。第１四半期に続いて国内の液晶関連真空ポンプの出荷が進み

前年同四半期比21.5%増となりました。

損益面につきましては、セグメント損失197百万円(前年同四半期はセグメント損失220百万円)の計上となり

ました。売上高を製品別に示しますと、真空ポンプは1,161百万円(前年同四半期比44.9％増)、送風機・圧縮機

は226百万円(前年同四半期比28.6％減)、部品および修理は550百万円(前年同四半期比15.1％増)の結果となり

ました。なお、当四半期末の受注残高は、前年同四半期比5.5％増の1,007百万円となっております。

輸出関係におきましては、インド向け大型案件のあった前年同四半期の反落を補えず、売上高は211百万円

（前年同四半期比38.4％減）となりました。

②　不動産事業

オフィスビル賃貸市場の底打ちにより、売上高は278百万円(前年同四半期比5.4％増)、セグメント利益204百

万円(前年同四半期比7.1％増)の計上となりました。

 

(２)財政状態の分析

当第２四半期会計期間の財政状態は、前事業年度末と比べ、総資産は416百万円増加し7,021百万円、負債は

441百万円増加し5,536百万円、純資産は25百万円減少し1,485百万円となりました。総資産の増加は、現金及

び預金が151百万円、受取手形及び売掛金が119百万円、たな卸資産が166百万円増加したこと等が主な要因で

す。

 負債の増加は、支払手形及び買掛金が239百万円、短期借入金が100百万円増加したことが主な要因です。

　純資産の減少は、利益剰余金が14百万円、その他有価証券評価差額金が10百万円減少したことによるもので

す。この結果、自己資本比率は前事業年度末比1.7％低下し、21.2％となりました。

 

(３)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末とほぼ同じ

残高の1,790百万円となりました。
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当第２四半期累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は10百万円の増加（前年同期は81百万円の増加）となりました。主な要因は、減価償却

費74百万円、売上債権の増加119百万円、たな卸資産の増加166百万円、仕入債務の増加239百万円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は47百万円の減少（前年同期は90百万円の増加）となりました。主な要因は、有形固定

資産の取得による支出96百万円、預り保証金の受入による収入44百万円です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は188百万円の増加（前年同期は23百万円の減少）となりました。主な要因は、短期借

入金の増加による収入100百万円、長期借入金の返済・収入による純収入88百万円です。

 

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５)研究開発活動

当第２四半期累計期間の製造事業における研究開発費の総額は15百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(６)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社製品は、ユーザー企業の設備投資の動向に強く影響を受けます。景気の先行き不透明感から設備投資の

抑制が見られ、また国内外企業との競争が激化しており、引き続き厳しい経営環境が続くものと思われます。

このような環境下当社は、①全社的営業体制の構築②競争力あるコスト・品質の実現③職場の生産性向上を三

本柱とした取組により、増収・増益（黒字転換）を見込んでおります。

 

(７)経営者の問題認識と今後の方針について

当社は現在の事業環境下、入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めておりますが、景気

の先行きは不透明であり、当社を取り巻く事業環境は厳しい状況が続くものと予想されます。このような状況

下、受注の確保・原価低減及び諸経費の削減に重点を置いた諸施策を実施するとともに、業務の質を高め、諸

施策を迅速かつ確実に遂行し、環境変化に強い利益体質を確立するよう努めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,200,000 11,200,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 11,200,000 11,200,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

― 11,200,000 ― 785,000 ― 303,930
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(6) 【大株主の状況】

 

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する

所有株式数の割合(％)

ウノサワエンジニアリング㈱ 東京都渋谷区恵比寿１丁目19－15 2,317 20.69

宇野澤　虎　雄 　〃　大田区 2,312 20.65

㈱なんだい社 　〃　渋谷区恵比寿１丁目19－15 1,135 10.14

大　田　昭　彦 　〃　立川市 905 8.08

東急不動産㈱  〃　渋谷区道玄坂１丁目21－２ 500 4.46

田　和　恭　介 　〃　文京区 240 2.14

五十畑　輝　夫 栃木県栃木市 183 1.63

㈱宇野澤組鐵工所 東京都渋谷区恵比寿１丁目19－15 150 1.34

篠　川　宏　明 埼玉県久喜市 135 1.20

三和機械㈱ 東京都中央区八重洲１丁目９－９ 106 0.95

計 ― 7,983 71.28
 

（注）次の株主から、平成27年11月9日に大量保有変更報告書の写しの送付があり、平成27年11月6日現在で以下の株式

を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、当該報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

大　田　昭　彦 東京都立川市 927 8.28
 

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―  

議決権制限株式(自己株式等) ― ―  

議決権制限株式(その他) ― ―  

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

150,000
―  

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,024,000
11,024  

単元未満株式
普通株式

26,000
 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 11,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,024 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式は、全て当社保有の自己株式であります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式384株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社宇野澤組鐵工所
東京都渋谷区恵比寿
１―19―15

150,000 ― 150,000 1.34

計 ― 150,000 ― 150,000 1.34
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社宇野澤組鐵工所(E01635)

四半期報告書

 7/17



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成27年７月１日から平成27年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、明治監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,638,983 1,790,458

  受取手形及び売掛金 1,575,450 1,694,721

  たな卸資産 ※  673,735 ※  840,371

  その他 26,453 26,541

  流動資産合計 3,914,623 4,352,092

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,485,946 1,474,355

   土地 631,643 631,643

   その他（純額） 94,477 104,759

   有形固定資産合計 2,212,067 2,210,758

  無形固定資産 5,437 4,635

  投資その他の資産   

   その他 482,234 462,970

   貸倒引当金 △9,103 △9,070

   投資その他の資産合計 473,130 453,899

  固定資産合計 2,690,635 2,669,293

 資産合計 6,605,258 7,021,385

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 874,766 1,113,902

  短期借入金 1,079,969 1,214,771

  未払法人税等 2,204 21,382

  賞与引当金 63,048 62,693

  その他 265,028 249,475

  流動負債合計 2,285,016 2,662,223

 固定負債   

  長期借入金 1,821,983 1,875,447

  退職給付引当金 486,846 459,559

  役員退職慰労引当金 127,120 125,380

  その他 373,755 413,512

  固定負債合計 2,809,704 2,873,898

 負債合計 5,094,721 5,536,121

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 785,000 785,000

  資本剰余金 303,930 303,930

  利益剰余金 252,475 238,128

  自己株式 △28,785 △28,785

  株主資本合計 1,312,621 1,298,274

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 197,916 186,989

  評価・換算差額等合計 197,916 186,989

 純資産合計 1,510,537 1,485,263

負債純資産合計 6,605,258 7,021,385
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 1,867,618 2,225,951

売上原価 1,580,848 1,916,951

売上総利益 286,770 309,000

販売費及び一般管理費 ※  315,988 ※  301,559

営業利益又は営業損失（△） △29,218 7,441

営業外収益   

 受取利息 465 318

 受取配当金 3,849 4,063

 受取保険金 - 2,500

 その他 14,016 11,158

 営業外収益合計 18,331 18,040

営業外費用   

 支払利息 21,949 21,345

 その他 762 972

 営業外費用合計 22,712 22,318

経常利益又は経常損失（△） △33,599 3,163

特別損失   

 固定資産除却損 434 0

 特別損失合計 434 0

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △34,034 3,163

法人税等 3,049 17,510

四半期純損失（△） △37,084 △14,347
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△34,034 3,163

 減価償却費 70,005 74,566

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 △33

 賞与引当金の増減額（△は減少） △1,279 △354

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,212 △27,287

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,260 △1,740

 受取利息及び受取配当金 △4,315 △4,381

 支払利息 21,949 21,345

 固定資産除却損 434 0

 売上債権の増減額（△は増加） △98,512 △119,270

 たな卸資産の増減額（△は増加） △163,402 △166,636

 その他の資産の増減額（△は増加） 30,846 △798

 仕入債務の増減額（△は減少） 261,322 239,135

 その他の負債の増減額（△は減少） 22,779 10,706

 小計 125,234 28,415

 利息及び配当金の受取額 4,397 4,406

 利息の支払額 △22,034 △21,907

 法人税等の支払額 △25,930 △3,025

 法人税等の還付額 - 2,353

 営業活動によるキャッシュ・フロー 81,666 10,243

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △50,318 △96,302

 貸付金の回収による収入 5,975 3,970

 定期預金の払戻による収入 100,000 -

 預り保証金の受入による収入 34,894 44,970

 その他 △397 329

 投資活動によるキャッシュ・フロー 90,153 △47,033

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 8,000 100,000

 長期借入れによる収入 401,000 534,000

 長期借入金の返済による支出 △432,506 △445,734

 自己株式の取得による支出 △65 -

 配当金の支払額 △18 △1

 財務活動によるキャッシュ・フロー △23,590 188,264

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 148,229 151,474

現金及び現金同等物の期首残高 1,641,926 1,638,983

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,790,155 ※  1,790,458
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※   たな卸資産の内訳

 

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

仕掛品 420,815千円 545,246千円

原材料及び貯蔵品 252,920〃 295,125〃
 

 

 

(四半期損益計算書関係)

※   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

給料及び手当 86,824千円 85,222千円

賞与引当金繰入額 13,078〃 11,966〃

退職給付費用 11,193〃 7,429〃

役員退職慰労引当金繰入額 4,260〃 4,260〃
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金勘定        1,790,155千円 1,790,458千円

現金及び現金同等物       1,790,155千円 1,790,458千円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社宇野澤組鐵工所(E01635)

四半期報告書

13/17



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 製造事業 不動産事業 合計

売上高    

  外部顧客への売上高
 

1,603,042
 

264,575
 

1,867,618

 セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ―

計 1,603,042 264,575 1,867,618

セグメント利益又は損失（△） △220,440 191,221 △29,218
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額（営業損失）との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 製造事業 不動産事業 合計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,947,072 278,879 2,225,951

 セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ―

計 1,947,072 278,879 2,225,951

セグメント利益又は損失（△） △197,413 204,854 7,441
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額（営業損失）との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

   １株当たり四半期純損失金額（△） △3円32銭  △1円 30銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純損失金額（△）(千円) △37,084 △14,347

   普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

   普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円) △37,084 △14,347

   普通株式の期中平均株式数(千株) 11,177 11,049
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項ありません。

 

２ 【その他】

該当事項ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月13日

株式会社宇野澤組鐵工所

取締役会  御中

明治監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   寺　　　田　　一　　彦 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   来　　田　　弘　一　郎 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社宇野澤

組鐵工所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第124期事業年度の第２四半期会計期間(平成27年７月１日か

ら平成27年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社宇野澤組鐵工所の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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